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株主総会にご出席の株主様にお配りしておりましたお土産のご用意はございません。何卒ご
理解くださいますようよろしくお願い申しあげます。

株主総会当日の模様をインターネットによりライブ配信いたします。
詳細につきましては、同封の「インターネットによるライブ配信のご案内（株主限定）」をご覧
ください。
※ご視聴には、事前のご登録が必要です。詳しくはP7～8をご確認ください。

企業理念

やればできるという自信

チャレンジする喜び

夢を持つ事の大切さ

私たちは
この３つの教育理念とホスピタリティを

すべての企業活動の基軸とし
笑顔あふれる「人の未来」に貢献する
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　新型コロナウイルス感染症によりお亡くなりになられた⽅々に
謹んでお悔やみを申し上げますとともに、罹患されている⽅々に
⼼よりお⾒舞いを申し上げます。また、医療従事者をはじめ感染
拡⼤防⽌に向けご尽⼒されている皆様に深く感謝申し上げます。

　株主・投資家の皆様におかれましては、⽇頃より東京個別指導
学院の事業活動にご⽀援・ご理解を賜り、厚く御礼申し上げます。
　ここに第38期定時株主総会招集のご通知をお届けいたします。

　東京個別指導学院は「やればできるという⾃信」「チャレンジ
する喜び」「夢を持つ事の⼤切さ」の3つの教育理念を掲げてお
ります。この教育理念とホスピタリティをすべての企業活動の基軸とし笑顔あふれる「⼈の未来」に貢献す
ることを⽬指し、⽇々事業活動を⾏っています。
　2020年10⽉、東京個別指導学院は2030年に向けた中⻑期ビジョン「VISION2030」及び、新中期経営計
画「ホスピタリティ経営2023」（2022年2⽉期〜2024年2⽉期）を公表いたしました。「VISION2030」にお
いては「共創する未来〜ホスピタリティ経営で教育を『共

とも
育
いく
』へ〜」をビジョナリーメッセージとし、教育を⼈と

の関わりの中で⼈が成⻑していく「共
とも
育
いく
」へと進化させることを⽬指してまいります。新中期経営計画「ホスピタ

リティ経営2023」における成⻑戦略「講師⼈財プラットフォームの進化」及び「ICT活⽤による教育サービスの
進化」を推進することで、「ＶＩＳＩＯＮ2030」の実現を目指し、笑顔あふれる「人の未来」に貢献してまいります。

　皆様におかれましては、今後とも⼀層のご指導とご鞭撻を賜りますよう何卒宜しくお願い申し上げます。

人が共に育つ「共創する未来」に向けて
ホスピタリティ経営を推進してまいります

株主の皆様へ

2021年5月
代表取締役社長　齋 藤　勝 己
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（証券コード4745）
2021年5月11日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿一丁目２６番２号

新宿野村ビル２５階
株式会社東京個別指導学院
代表取締役社長 齋 藤 勝 己

第38期定時株主総会招集のご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第38期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット等）のいずれかの方法によって議決
権を行使することができますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、2021年5月25
日（火曜日）午後6時までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2021年5月26日（水曜日）午前10時（受付開始午前9時）
2. 場 所 東京都千代田区大手町一丁目７番２号

大手町サンケイプラザ４階ホール
・株主様同士のお席の間隔を広く取るため、ご用意できる席数を100席とさせていただきます。
ご出席には、事前のご登録が必要となります（詳しくは9～11ページをご確認ください）。

・当日の株主総会の模様をご自宅等からでもご視聴できるよう、インターネットによるライブ配信を行います。
ライブ配信のご視聴には、事前のご登録が必要となります（詳しくは7～8ページをご確認ください）。

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 １．第38期（2020年3月1日から2021年2月28日まで）事業報告及び連結計算書類ならびに

会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第38期（2020年3月1日から2021年2月28日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

4. その他本招集ご通知に関する事項
本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」
につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://www.tkg-jp.com/ir)
に掲載しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。
従いまして、本招集ご通知添付書類に記載されている連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査役
が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎ 株主総会参考書類、事業報告、計算書類、連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.tkg-jp.com/ir）に掲載いたしますので、ご了承ください。

◎ 株主総会ご出席者へのお土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきますようお願い申し上げます。
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新型コロナウイルス感染症の対策に関するお知らせ
新型コロナウイルスの感染拡大防止、株主の皆様の安心安全を第一に考え、株主総会にて以下の対策を実施さ
せていただきます。何卒ご理解、ご協力のほど、お願い申し上げます。

・株主様同士のお席の間隔を広く取るため、ご用意できる席数を100席とさせていただきます。
　本株主総会（大手町サンケイプラザ）へのご出席には、事前のご登録が必要となります（詳しくは9～11ペ
ージをご確認ください）。
・可能な限り、議決権の事前行使をお願い申し上げます（詳しくは4～6ページをご確認ください）。
・当日の株主総会の模様をご自宅等からでもご視聴できるよう、インターネットによるライブ配信を行いま
す。
ライブ配信のご視聴には、事前のご登録が必要となります（詳しくは7～8ページをご確認ください）。
また、後日当社ウェブサイト（https://www.tkg-jp.com/ir）にて配信予定でございます。

・大手町サンケイプラザにご来場される株主の皆様へ
必ずマスクをご着用のうえ、ご来場ください。
ご入場前に手指の消毒をさせていただきます。また、株主様の体温を計測させていただき、37.5度以上の発
熱が確認された場合には、ご入場の制限等をさせていただく場合がございます。
ご出席の株主様におかれましては、当日体調が優れない場合には、どうぞご無理をなさらぬようお願い申し
上げます。
株主総会の運営スタッフは、マスクを着用して対応させていただきます。

今後の流行状況により、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、当社ウェブサイト
（https://www.tkg-jp.com/ir）に掲載いたしますので、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

株主総会にご出席の株主様にお配りしておりましたお土産は、取り止めとさせていただき
ます。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

事前質問受付のご案内
定時株主総会議案及び報告事項につきまして、インターネット上で株主の皆様からのご質問・ご意見をお受け
いたします。
議案及び報告事項についてのご質問・ご意見は、1回とさせていただきます。
株主の皆様のご関心の高い事項につきましては、株主総会で取り上げさせていただく予定です。
ご質問・ご意見の受付につきましては、以下サイトよりお寄せいただきますようお願い申し上げます。
※株主番号の入力が必要となります。議決権行使書をお手元にご用意ください。
受付期間：2021年5月12日（水）午前10時から2021年5月16日（日）午後10時まで

URL お手元に届く招集ご通知にてご確認ください。
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株主総会開催日時 2021年５月26日（水曜日） 午前10時

インターネットにより議決権を行使された後、書面にて異なる内容の議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容が有効となりますので、行使内
容を変更される場合は、改めてインターネットにより議決権を行使してください。

複数回行使された場合の議決権の取扱い

書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合
インターネットによる議決権行使の内容を有効とさせていた
だきます。

インターネットにより複数回議決権を行使された場合
最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください｡（ご記入・ご捺印は不要です）
代理人としてご出席いただける方は議決権を有する他の株主様１名のみとし、会場受付にて代理権を
証明する書面の提出が必要となりますのでご了承ください。

株主総会にご出席いただく場合

株主総会にご出席いただけない場合

https://evote.tr.mufg.jp/ にアクセスのうえ、画面の案内に従って、各議案の
賛否をご入力ください。

■インターネットによる議決権行使の場合

行使期限 2021年５月25日（火曜日） 午後６時受付分まで

同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご記入いただき、ご返送 
ください。

■書面による議決権行使の場合

行使期限 2021年５月25日（火曜日） 午後６時到着分まで

議決権行使書

議決権行使方法のご案内
招
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インターネットによる議決権行使方法のご案内
インターネットによる議決権行使は、スマートフォンまたはパソコン等から議決権行使ウェブサイトにアクセスいただき、
画面の案内に従って行使していただきますようお願いいたします。

議決権行使書副票のQRコードから行使する方法

行使期限 2021年５月25日（火曜日） 午後６時受付分まで

二回目以降のログインの際は…
右頁の記載のご案内にしたがって
ログインしてください。

「ログイン用QRコード」はこちら

「ログイン用QRコード」を読み取りいただくことで、
「ログインID」及び「仮パスワード」が入力不要でログインいただけます。

議決権行使書副票（右側）

画面の案内にしたがって
行使完了です

お手持ちのスマートフォンにて、
同封の議決権行使書副票（右側）
に記載の「ログイン用QRコード」
を読み取る。

●❶QRコードを読み取る
議案賛否方法の選択画面が表
示されるので、議決権行使方法
を選ぶ。

●❷議決権行使方法を選ぶ
画面の案内にしたがって各議案
の賛否を選択する。

❸各議案の賛否を選択

下記方法での議決権行使は
1回に限ります。

見本

見本

「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録
商標です。

5
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ログインID・仮パスワードを入力し行使する方法

議決権行使に関する
よくあるご質問

書面とインターネット等の両方で
議決権行使をした場合どちらが有効ですか？

インターネット等による
議決権行使の内容を有効として
取り扱わせていただきます。

Q
A

インターネット等により複数回にわたり
議決権を行使した場合、すべて有効ですか？

複数回にわたり議決権を行使された場合は、
最後に行使された内容を有効と
させていただきます。

Q
A

「ログイン」をクリック

❷お手元の議決権行使書用紙の
副票（右側）に記載された 
「ログインID」及び 
「仮パスワード」を入力

ご利用上の留意点

（1） インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまた
は携帯電話から、議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.
jp/）にアクセスしていただくことによって実施可能です（午前2時
から午前5時を除く）。

（2） インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種
によっては、議決権行使サイトがご利用できない場合もあります。

（3） パソコン、スマートフォンまたは携帯電話による議決権行使サイト
へのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信料等
は、株主様のご負担となります。

（4） インターネットによる議決権行使は、2021年５月25日（火曜日）の
午後6時まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、
ご不明な点等がありましたら右記ヘルプデスクへお問い合わせ
ください。

1. 議決権行使サイトについて
（1） 議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決

権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」を
ご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

（2） 株主様以外の方による不正アクセスや議決権行使内容の改ざ
んを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で
「仮パスワード」の変更をお願いすることになります。

2. インターネットによる議決権行使方法について

ヘルプデスク（三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部）
     0120-173-027

（通話料無料／受付時間 9:00～21:00）

システム等に関するお問い合わせ

「次の画面へ」をクリック

●❶議決権行使ウェブサイトに 
アクセスする

議決権行使ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

ふ

「送信」をクリック

❸「新しいパスワード」と 
「新しいパスワード（確認用）」 
の両方に入力

以降は、画面の案内にしたがって
賛否をご入力ください
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①ログイン画面の「新規登録」をクリック
　すると、新規登録画面が表示されます。

②メールアドレスを入力してください。
③パスワードは任意の文字を入力くだ
　さい。(半角英数8文字以上)
④｢新規登録」をクリックすると、登録
　したメールアドレスに認証コードが
　届きます。

インターネットによるライブ配信のご案内（株主限定）
当日の株主総会の模様をご自宅等からでもご視聴できるよう、インターネットによるライブ配信を行います。

■配信日時
　2021年5月26日（水）午前10時から株主総会閉会まで

■事前登録
　ご視聴には事前の登録が必要となります。以下の事前登録サイトからご登録ください。
　事前登録をされない株主様につきましては、ご視聴いただけませんので、あらかじめご了承ください。
　※株主番号の入力が必要となります。議決権行使書をお手元にご用意ください。

受付期間：2021年5月14日（金）午前10時から2021年5月25日（火）午後6時まで

URL お手元に届く招集ご通知にてご確認ください。

インターネットによるライブ配信の事前登録手順
※画像は開発中のものであり、実際のものとは異なる場合がございます。
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⑤届いたメールに記載された認証コード
を入力し、「送信」をクリックします。

⑥株主様のお名前と議決権行使書に
　記載された株主番号を入力し、「登録」
　をクリックしてください。

当日になりましたら、ログイン画面でメールアドレスとパスワードを入力し、ライブ配信画面でご視聴ください。

■ライブ配信にあたっての留意事項
　当日の会場撮影は、ご出席株主様のプライバシーに配慮し、議長席及び役員席付近のみとさせていただきま
す。やむを得ず、ご出席株主様が映り込んでしまう場合がございます。あらかじめご了承ください。
　インターネットによるライブ配信のご視聴は、会社法上、株主総会へのご出席とは認められません。よっ
て、リアルタイムでの議決権行使、株主様に認められているご質問や動議を行うことはできませんので、あら
かじめご了承ください。※議決権の事前行使をお願い申し上げます（詳しくは４～６ページをご確認くださ
い）。
　ご使用の機器やネットワーク環境によっては、映像や音声に不具合が生じる場合がございますので、あらか
じめご了承ください。また、ご視聴いただくための通信料金等は、各株主様のご負担となります。
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【1】「会場へご出席の場合」を
クリックしてください。

株主総会ご来場の事前登録のご案内
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、座席数を100席に限定させていただきます。
座席数に限りがあることから、本株主総会へのご出席は、事前登録制とさせていただきます。
以下の事前登録サイトからご登録ください。受付開始時刻以降の先着順とさせていただきます。
事前登録をされずにご来場いただきました株主様につきましては、本会場へご入場いただけませんので、あら
かじめご了承ください。
※株主番号の入力が必要となります。議決権行使書をお手元にご用意ください。

受付期間：2021年5月14日（金）午前10時から2021年5月25日（火）午後6時まで
ただし、座席数が埋まりしだい、事前登録の受付は終了いたします。

URL お手元に届く招集ご通知にてご確認ください。

７～８ページ（インターネットによるライブ配信の事前登録手順①～⑥）を実施後、「会場へご出席の場合」
をクリックしてください。
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【2】「会場出席票」をクリック
してください。

【3】「カートへ入れる」をクリ
ックしてください。

【4】「会場出席票」が表示され
たら、下の「申し込み」を
クリックしてください。
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【5】必要事項を入力し、「次へ
進む」をクリックしてく
ださい。

【6】内容をご確認のうえ、
「この内容で申し込む」を
クリックすると、申し込
みが完了します。

株主総会にご出席の株主様にお配りしておりましたお土産は、取り止めとさせていただき
ます。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

2021年04月26日 23時20分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会

参
考
書
類

ご
参
考

計
算
書
類

監
査
報
告
書

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

株主総会参考書類

12

議案及び参考事項
　第１号議案 剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと認識し、将来の事業展開に必要な内部
留保を確保しつつ、株主資本利益率と配当性向を勘案し、安定的な配当を行うことを基本としております。
　このため、剰余金の配当につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。
　なお、その他の剰余金の処分はございません。

　
　 期末配当に関する事項
　第38期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、次のとおりと
いたしたいと存じます。

　 ① 配当財産の種類
金銭といたします。

　 ② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式1株当たり普通配当金13円とさせていただきたいと存じます。これにより期末配当金の
総額は、705,786,887円となります。
なお、2020年11月16日に1株当たり13円の中間配当を実施しておりますので、第38期の年間の剰
余金の配当は、1株につき26円となり、第38期の剰余金の配当総額は、1,411,573,774
円となります。

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2021年5月27日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役７名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役7名全員は、任期満了となります。
　つきましては、取締役7名の選任をお願いしたいと存じます。
　当社は、適正なガバナンス体制を構築するために、取締役候補者は、取締役指名・報酬委員会の助言に基
づいて取締役会にて決定しております。取締役会の構成については、取締役会全体として適切かつ機動的な
意思決定と執行の監督を行うことができるようバランスを考慮し、事業本部や経営等についての経験及び知
見を有する社内出身の取締役と、より多様な専門的知識や経験等のバックグラウンドを有する複数の社外取
締役により構成することを基本方針とし、当社の定款にて8名以内と定めております。
　また、当社は、独立かつ客観的な経営の監督の実効性を確保すべく、取締役会の構成を取締役の過半数を
非業務執行取締役とし、かつ、独立社外取締役の割合は、3分の1以上としております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番号 氏 名 地位及び担当

専門性と経験
取締役在任
期間
（本総会
終結時）

企業
経営

教育
業界

コンプ
ライア
ンス・
リスク
管理

財務・
会計

人事・
人財開
発

マーケ
ティン
グ・営
業

IT

１ 齋 藤 勝 己
さい とう かつ き

再 任 代表取締役社長 ● ● ● ● 16年
9ヶ月

２ 井 上 久 子
いの うえ ひさ こ

再 任 取締役副社長 ● ● ● ● ● 18年
6ヶ月

３ 堤
つつみ

威 晴
た け は る

再 任 取締役 ● ● ● 1年

４ 山 河 健 二
やま かわ けん じ

再 任 非業務
執行 取締役 ● ● ● 5年

５ 大 村 信 明
おお むら のぶ あき

再 任 社 外 独 立 取締役 ● ● 8年

６ 岩 田 松 雄
いわ た まつ お

再 任 社 外 独 立 取締役 ● ● ● 7年

７ 三 箇 功 悦
さん が こう えつ

再 任 社 外 独 立 取締役 ● ● ● 1年
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1. 齋 藤 勝 己
さ い と う か つ き

1964年5月20日生
所有する当社株式の数

38,400株
取締役会出席状況
11回／11回

再任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1998年 6 月 当社入社
2004年 8 月 当社取締役
2005年 9 月 当社取締役 営業本部長
2007年10月 当社取締役 教務営業本部長兼事業本部

副本部長
2008年 6 月 当社取締役 事業本部長
2009年 6 月 当社取締役 東日本地域事業本部長
2010年 5 月 当社取締役 事業本部長
2011年11月 当社取締役 変革推進担当
2012年 6 月 当社取締役 教室運営・マーケティング担当

第三事業本部長

2012年11月 当社取締役 教室運営・マーケティング担当
第二事業本部長兼第三事業本部長

2013年 6 月 当社取締役 教室事業本部長
2014年 5 月 当社代表取締役社長（現任）
2016年 7 月 特定非営利活動法人日本ホスピタリティ推進

協会 教育産業委員長（現任）
2018年 4 月 特定非営利活動法人日本ホスピタリティ推進

協会 理事（現任）
2020年１月 HRBC株式会社代表取締役会長

　

取締役候補者
とした理由等

主に教育事業本部に従事し、営業本部長、事業本部長、取締役等を経て、2014年から代表取締役社長（現
職）を務めるなど、当社における豊富な業務経験、事業経営に関する知見を有しております。
第38期におきましては、代表取締役社長として、コロナ禍における事業継続のための方針を強く示すなど
のリーダーシップや、新中期経営計画「ホスピタリティ経営2023」の策定を先導する等、職務を全うして
おります。
第39期におきましても、更なる事業経営の推進及び企業価値の向上に寄与するものと判断し、引き続き取
締役候補者といたしました。
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2. 井 上 久 子
い の う え ひ さ こ

1965年12月15日生
所有する当社株式の数

46,000株
取締役会出席状況
11回／11回

再任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1995年 7 月 当社入社
2002年10月 当社事業本部長
2002年11月 当社取締役
2005年 9 月 当社取締役 事業本部長
2006年 5 月 当社代表取締役副社長
2007年10月 当社代表取締役副社長兼人財本部長
2010年 5 月 当社取締役 事業基盤本部長

2012年 6 月 当社取締役 コンプライアンス担当
2013年 6 月 当社取締役 経営企画本部長
2014年 1 月 当社取締役 人財開発本部長
2014年 5 月 当社取締役副社長 人財開発本部長
2014年12月 当社取締役副社長（現任）
2015年 4 月 株式会社ベネッセホールディングス人事戦略

部長
　

取締役候補者
とした理由等

主に教育事業本部、事業基盤本部、人財開発部等に従事し、事業本部長、事業基盤本部長、人財開発本部
長、代表取締役副社長、コンプライアンス担当役員等を務めるなど、当社における様々な部門での豊富な業
務経験等、幅広い知識を有しております。
第38期におきましては、取締役副社長として、リスク管理の徹底、従業員の多様な働き方を推進するほか、
IT基盤の再構築に向けて継続的に取り組む等、職務を全うしております。
第39期におきましても、 更なる事業経営の推進及び企業価値の向上に寄与するものと判断し、 引き続き
取締役候補者といたしました。
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3. 堤 威 晴
つつみ た け は る

1974年12月12日生
所有する当社株式の数

8,000株
取締役会出席状況

8回／8回
再任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1997年 2 月 当社入社
2002年 1 月 当社首都圏事業本部 第5地域統括部長
2010年 6 月 当社神奈川事業部 神奈川事業部長
2011年11月 当社第2事業部 本部長
2012年11月 当社マーケティング本部 本部長
2014年12月 当社教育事業本部 本部長兼マーケティング本

部 本部長

2015年 6 月 当社教育事業本部 教育事業本部長
2016年11月 当社経営戦略室長（現任）
2017年 5 月 当社執行役員
2020年 1 月 HRBC株式会社取締役
2020年 5 月 当社取締役（現任）

　

取締役候補者
とした理由等

主に教育事業本部、マーケティング本部等に従事し、事業本部長、マーケティング本部長、経営戦略室長、
執行役員、取締役を務めるなど、当社における様々な部門での業務経験等、幅広い知見を有しております。
第38期におきましては、経営戦略、財務戦略をリードし、安定的な基盤構築に向けて継続的に取り組むほ
か、取締役会等において、知見・経験をもとに積極的に発言する等、職務を全うしております。
第39期におきましても、 更なる事業経営の推進及び企業価値の向上に寄与するものと判断し、 引き続き
取締役候補者といたしました。
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4. 山 河 健 二
や ま か わ け ん じ

1964年2月6日生
所有する当社株式の数

－株
取締役会出席状況
11回／11回

再任
非業務
執行

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1986年 4 月 株式会社福武書店（現株式会社ベネッセホール

ディングス）入社
2015年 5 月 株式会社ベネッセホールディングス国内教育カ

ンパニー場事業推進本部長
株式会社ベネッセコーポレーション国内教育カ
ンパニー場事業推進本部長

2015年 6 月 株式会社アップ取締役（現任）
2015年 7 月 株式会社ベネッセホールディングスゼミ・塾カ

ンパニー場事業推進本部長
株式会社ベネッセコーポレーションゼミ・塾カ
ンパニー場事業推進本部長

2016年 2 月 株式会社ベネッセホールディングス執行役員
教室事業カンパニー長
株式会社ベネッセコーポレーション執行役員
教室事業カンパニー長

2016年 4 月 株式会社お茶の水ゼミナール取締役
株式会社東京教育研取締役（現任）

2016年 5 月 当社取締役（現任）
2016年 6 月 株式会社ベネッセコーポレーション取締役

教室事業カンパニー長
2016年10月 株式会社ベネッセホールディングス執行役員

エリア・教室カンパニー長
株式会社ベネッセコーポレーション取締役
エリア・教室カンパニー長

2017年 4 月 株式会社ミネルヴァインテリジェンス（現株式
会社ベネッセビースタジオ）取締役

2017年 7 月 株式会社ベネッセホールディングス上席執行役
員 エリア・教室カンパニー長

2017年12月 株式会社お茶の水ゼミナール代表取締役社長
2018年 4 月 株式会社ベネッセビースタジオ取締役（現任）

2020年 4 月 株式会社ベネッセホールディングス上席執行役
員 学校カンパニー長兼校外学習カンパニー 副
カンパニー長兼校外学習カンパニー グループ
事業推進セクター長
株式会社ベネッセコーポレーション取締役 学
校カンパニー長兼校外学習カンパニー 副カン
パニー長兼校外学習カンパニー グループ事業
推進セクター長
株式会社お茶の水ゼミナール取締役（現任）
株式会社スタディハッカー取締役（現任）

2020年 6 月 株式会社ベネッセコーポレーション取締役副社
長 学校カンパニー長兼校外学習カンパニー 副
カンパニー長兼校外学習カンパニー グループ
事業推進セクター長
株式会社ベネッセi-キャリア取締役（現任）

2021年 4 月 株式会社ベネッセホールディングスグループ執
行役員（現任）
株式会社ベネッセコーポレーション取締役副社
長兼執行役員 学校カンパニー長兼校外学習カ
ンパニー グループ事業セクター長（現任）

＜重要な兼職の状況＞
株式会社ベネッセホールディングスグループ執行役員
株式会社ベネッセコーポレーション取締役副社長兼執行役員
学校カンパニー長兼校外学習カンパニー グループ事業セクタ
ー長
株式会社アップ取締役
株式会社東京教育研取締役
株式会社お茶の水ゼミナール取締役
株式会社ベネッセビースタジオ取締役
株式会社ベネッセi-キャリア取締役
株式会社スタディハッカー取締役

　

取締役候補者
とした理由等

長年にわたる教育業界での豊富な経験、知見をもとに、株式会社ベネッセホールディングスグループ執行役
員や株式会社ベネッセコーポレーション取締役副社長等のベネッセグループ主要事業会社への経営の関与等
を活かし、グループ経営、かつ、幅広い視点から当社経営に助言を行っております。
引き続き、当社経営に幅広く貢献していただけるものと判断し、取締役候補者といたしました。
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5. 大 村 信 明
お お む ら の ぶ あ き

1948年9月24日生
所有する当社株式の数

5,000株
取締役会出席状況
11回／11回

再任

社外

独立
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1971年 4 月 大和証券株式会社入社
1993年 7 月 アメリカ大和証券（現大和証券キャピタル・マ

ーケッツアメリカInc.）社長
1997年 6 月 大和証券株式会社取締役
1999年 4 月 大和証券SBキャピタル・マーケッツ株式会社

（現大和証券株式会社）常務取締役
2003年 4 月 大和証券SMBC株式会社（現大和証券株式会

社）専務取締役
2003年 6 月 株式会社大和証券グループ本社専務執行役
2005年 4 月 大和証券SMBCヨーロッパ（現大和証券キャピ

タル・マーケッツヨーロッパリミテッド）会長

2006年 4 月 大和住銀投信投資顧問株式会社代表取締役社長
2010年 4 月 同社特別顧問
2010年 6 月 株式会社東京金融取引所非常勤監査役
2012年 8 月 大和証券オフィス投資法人執行役員
2013年 5 月 当社社外取締役（現任）

　

社外取締役候補者
とした理由及び
期待される役割

長年にわたる金融業界での豊富な経験、知見をもとに、独立的、客観的かつ幅広い視点から、取締役会、取
締役指名・報酬委員会、独立社外役員会において、当社経営に対して積極的な発言・提言を行っています。
また、取締役指名・報酬委員会では、委員長として、職務を全うしております。
引き続き、当社経営に幅広く貢献していただけるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。
なお、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって8年であります。
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6. 岩 田 松 雄
い わ た ま つ お

1958年6月2日生
所有する当社株式の数

－株
取締役会出席状況
11回／11回

再任

社外

独立
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1982年 4 月 日産自動車株式会社入社
1995年 2 月 ジェミニ・コンサルティング・ジャパン入社
1996年10月 日本コカ・コーラ株式会社入社
1999年 7 月 コカ・コーラビバレッジサービス株式会社

常務執行役員
2001年 4 月 株式会社アトラス代表取締役社長
2003年 6 月 株式会社タカラ（現株式会社タカラトミー）

取締役常務執行役員
2005年 4 月 株式会社イオンフォレスト代表取締役社長
2009年 6 月 スターバックスコーヒージャパン株式会社

代表取締役最高経営責任者（CEO）

2012年 6 月 株式会社大戸屋ホールディングス社外取締役
株式会社産業革新機構（現株式会社産業革新投資機構）マネージングダイレクター

2013年10月 株式会社リーダーシップコンサルティング代表
取締役社長（現任）

2014年 5 月 当社社外取締役（現任）
2015年 6 月 寿スピリッツ株式会社社外取締役（現任）
2017年 1 月 株式会社クラウド・ワーク・サポート代表取締

役（現任）
＜重要な兼職の状況＞
株式会社リーダーシップコンサルティング代表取締役社長
寿スピリッツ株式会社社外取締役

　

社外取締役候補者
とした理由及び
期待される役割

長年にわたり企業経営に関与しており、豊富な経験、知見や他社社外役員としての経験をもとに、独立的、
実践的、かつ、幅広い視点から、取締役会、取締役指名・報酬委員会、独立社外役員会において、当社経営
に対して積極的な発言・提言を行っています。
引き続き、当社経営に幅広く貢献していただけるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。
なお、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって7年であります。
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7. 三 箇 功 悦
さ ん が こ う え つ

1955年10月30日生
所有する当社株式の数

－株
取締役会出席状況

8回／8回

再任

社外

独立
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1978年 4 月 アーサーアンダーセン入社
1978年11月 アンダーセンコンサルティング（現アクセンチ

ュア株式会社）アナリスト
1981年 3 月 公認会計士登録
1990年 9 月 アンダーセンコンサルティング（現アクセンチ

ュア株式会社）パートナー
2000年 8 月 サティスコム株式会社代表取締役社長
2003年 2 月 アビームコンサルティング株式会社プリンシパ

ル

2018年 6 月 同社顧問
2018年 7 月 株式会社レイヤーズ・コンサルティングDX事

業部マネジメントディレクター（現任）
2020年 5 月 当社社外取締役（現任）
＜重要な兼職の状況＞
株式会社レイヤーズ・コンサルティングDX事業部マネジメン
トディレクター

　

社外取締役候補者
とした理由及び
期待される役割

長年にわたる経営、IT戦略のコンサルティングを中心としたIT業界での豊富な経験、知見をもとに、独立
的、実践的、かつ、幅広い視点から取締役会、独立社外役員会において、当社経営に対して積極的な発言・
提言を行っています。
引き続き、当社経営に幅広く貢献していただけるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。
なお、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年であります。

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 2. 取締役候補者齋藤勝己氏及び堤威晴氏の過去5年間における当社の子会社であるHRBC株式会社における業務執行者としての

地位及び担当は、「略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況」に記載のとおりであります。
　 3. 取締役候補者井上久子氏の過去5年間における当社の親会社である株式会社ベネッセホールディングスにおける業務執行者と

しての地位及び担当は、「略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況」に記載のとおりであります。
　 4. 取締役候補者山河健二氏の過去5年間及び現在における当社の親会社である株式会社ベネッセホールディングス及び同社の子

会社における業務執行者としての地位及び担当は、「略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況」に記載のとおりであります。
5. 株式会社ベネッセホールディングス、株式会社ベネッセコーポレーション、株式会社アップ、株式会社東京教育研、株式会社
お茶の水ゼミナール、株式会社ベネッセビースタジオ、株式会社ベネッセi-キャリア、株式会社スタディハッカー及びHRBC
株式会社は、会社法施行規則第2条第3項第19号に定める特定関係事業者であります。

6. 取締役候補者大村信明氏、岩田松雄氏及び三箇功悦氏は、社外取締役候補者であります。なお、大村信明氏、岩田松雄氏及び
三箇功悦氏が原案どおり再任された場合、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員となる予定であります。

　 7. 当社は、大村信明氏、岩田松雄氏及び三箇功悦氏との間に会社法第425条第1項に定める金額を限度とする責任限定契約を締
結しており、原案どおり選任された場合、各氏との間で責任限定契約を継続する予定であります。また、山河健二氏におい
ても、責任限定契約を締結しており、原案どおり選任された場合、非業務執行取締役として選任する予定ですので、同氏と
の間で責任限定契約を継続する予定であります。

8. 当社親会社である株式会社ベネッセホールディングスは、同社及びベネッセグループ各社の取締役・監査役等を被保険者とし
た、役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を保険会社との間で締結しており、当社においても一部保険料を負担しておりま
す。当社のすべての取締役候補者は、取締役に選任された場合、引き続き当該役員等賠償責任保険（D&O保険）契約の被保
険者となる予定であり、当該契約は、2021年6月に更新される予定であります。

以 上
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1 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症拡大（以下、コロナ禍）の影響を受け依
然として厳しい状況にあります。社会経済活動レベルを引き上げていく中で各種政策の効果が期待されるもの
の、2021年１月には緊急事態宣言が再発出されるなどコロナ禍収束の見通しはいまだ不透明であり、先行きの
予測が困難な状況で推移いたしました。
学習塾業界においては、小学校での英語教科化など教育制度改革や新たに開始された大学入学共通テスト、
GIGAスクール構想で進む教育環境のデジタル化への対応に加え、コロナ禍を受けた教室の感染防止対策や各学
校の入試日程変更等を踏まえた受験指導、コロナ禍をきっかけにニーズが高まるオンライン教育サービスの提供
など、変化に対応できる学習塾がお客様から選ばれる、厳しい事業環境となりました。
このような状況の下、当社は、企業理念「やればできるという自信 チャレンジする喜び 夢を持つ事の大切
さ 私たちはこの３つの教育理念とホスピタリティをすべての企業活動の基軸とし 笑顔あふれる『人の未来』
に貢献する」を経営の中心に据え、お客様一人ひとりに寄り添う教育サービスを提供してまいりました。理念を
実践する経営計画として、2019年２月期より中期経営計画「To go for the NEXT～ホスピタリティ経営
2020～」を推進し、ホスピタリティをコアにした人財育成メソッドに磨きをかけることで、持続的な事業成長
の実現を目指してまいりました。安定した講師数の推移を背景に、質の高い教育サービスを提供し続けた結果、
在籍生徒数は堅調に増加を続け、その結果、３ヵ年計画の最終年度である2021年２月期の目標数値を、計画２
年目である2020年２月期に達成することができました。
2020年３月以降、コロナ禍により厳しい事業環境となり、2020年４月に予定しておりました新中期経営計画

も、今後の見通しの不透明性が高いことから公表を延期いたしました。こうした状況下ではございますが、当社
は、新たな経営計画の策定に向け、これまで培ってきたホスピタリティ経営の進化やさらなるお客様への提供価
値向上について、環境変化を見据えながら中長期的な視点に立ち検討してまいりました。
そして、2020年10月に当社が実現したい中長期のビジョンである「VISION2030」及び新中期経営計画「ホ

スピタリティ経営2023」を策定いたしました。2022年２月期を初年度とする新中期経営計画「ホスピタリティ
経営2023」においては、オンラインという潮流がもたらした個別指導事業のゲームチェンジを成長の機会点に
変えることで、2022年２月期には売上高で過去最高を、最終年度である2024年２月期には営業利益で過去最高
の更新を目指してまいります。
当連結会計年度においては、緊急事態宣言の発出などを受け、2020年４月８日から全教室で臨時休校措置を
取っておりましたが、緊急事態宣言の解除後は地域ごとに順次授業を再開し、2020年６月１日以降全教室を開
校しております。コロナ禍における教室運営としては、お客様や従業員の安全・安心を第一に、講師のマスク着
用・授業時のフェイスシールド着用や手指の消毒、生徒の席の間隔を空けた配置などの感染防止対策を徹底し、
授業を実施しております。また、2020年６月から、生徒が自宅にいながら個別指導授業を受講していただける
オンライン個別指導サービスを提供しております。特に冬期講習期間においては、受験生のお客様を中心にオン
ライン授業の受講を提案するなど、緊急事態宣言が再発出される状況下でも、お客様に安心して学びを継続して
いただける取り組みに注力いたしました。
当社の教育サービスを支える人財育成について、社員や講師が実践を通じて学び、共に成長する共創のプログ

ラム・TEACHERS' SUMMITはオンラインでの実施に切り替え、コロナ禍にあってもブラッシュアップし活動を
継続しております。2021年３月には、講師とのエンゲージメントを強化することを目的として、初の東日本・
西日本合同開催となるTEACHERS' SUMMITベストプラクティス表彰をオンラインで開催いたします。
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教室展開については、コロナ禍においても、業容拡大に向けて都市部を中心としたドミナント出店を継続し、
地域内でのブランド力強化を目指してまいりました。2020年３月に東京個別指導学院鶴川教室（東京都）、同船
橋北口教室（千葉県）、５月に関西個別指導学院京橋教室（大阪府）、６月に東京個別指導学院町田ターミナル口
教室（東京都）、同流山おおたかの森教室（千葉県）を新規開校しております。その結果、2021年２月末日時点
において、当社の個別指導教室数はすべて直営の261教室となっております。
生徒募集について、第１四半期の募集期におけるマーケティング活動はコロナ禍の影響を受け予定どおりに進
まなかったものの、第２四半期以降、お客様ニーズを重視したマーケティング活動が奏功し、お問い合わせは堅
調に推移いたしました。また、一人ひとりに合わせた質の高い教育サービスをお客様にご評価いただき、退会率
が低水準で推移した結果、2021年２月末時点の在籍生徒数は26,867名（昨年同月比97.1％）となり、2020年
11月末時点の昨年同月比94.2％に対し2.9ポイント良化いたしました。
以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高につきましては、講習会売上高は堅調に推移したものの、臨時

休校措置に伴い５月に授業料及び設備費の請求を停止したことや、在籍生徒数の減少による授業料売上高の減収
などにより、19,142百万円と前年同期と比べ2,119百万円（10.0％）の減収となりました。
営業利益は、新型コロナウイルス感染症対策費用の発生、オンライン授業の実施に伴うPCやネットワークイン
フラへの投資、賃料や人件費など固定費の支出などに伴い613百万円と前年同期と比べ2,275百万円（78.8％）
の減益、経常利益は647百万円と前年同期と比べ2,244百万円（77.6％）の減益となりました。親会社株主に帰
属する当期純利益は、当社講師への休業補償による損失を特別損失に計上したことなどにより、253百万円と前
年同期と比べ1,643百万円（86.7％）の減益となりました。
なお、報告セグメントは個別指導塾事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省略
しております。

　各区分別の売上高は、以下のとおりとなっております。
（単位：千円）

区 分
第 37 期

(2019年3月2020年2月
1日から
29日まで)

第 38 期
(2020年3月2021年2月

1日から
28日まで)

売上高 構成比 売上高 構成比
授 業 料 14,564,500 68.5％ 12,851,044 67.1％
講 習 会 5,096,895 24.0％ 4,883,280 25.5％
そ の 他 1,331,899 6.3％ 1,104,752 5.8％
個 別 指 導 塾 計 20,993,295 98.7％ 18,839,077 98.4％
そ の 他 事 業 計 268,055 1.3％ 303,054 1.6％
合 計 21,261,350 100.0％ 19,142,131 100.0％

（注）その他事業は、サイエンス教室・文章表現教室事業、CCDnet事業及びHRBC株式会社であります。
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（2）設備投資の状況
　
　当連結会計年度に当社が実施した設備投資の総額は941,504千円であります。その主なものは、生徒配置シス
テムや請求基盤システムなどのIT投資や、新規開校に係る設備工事であります。
　
（3）資金調達の状況
　
　当連結会計年度に当社が実施したIT投資や設備投資の所要資金は、自己資金を充当いたしました。

（4）財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移
（単位：千円）

区 分
第 35 期

( 2017年3月2018年2月
1日から
28日まで )

第 36 期
( 2018年3月2019年2月

1日から
28日まで )

第 37 期
( 2019年3月2020年2月

1日から
29日まで )

第 38 期
（当連結会計年度）
( 2020年3月2021年2月

1日から
28日まで )

売 上 高 ― ― 21,261,350 19,142,131

経 常 利 益 ― ― 2,892,605 647,921

親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― 1,897,017 253,077

１株当たり当期純利益 ―円 ―円 34.94円 4.66円

総 資 産 ― ― 13,214,426 11,687,475

純 資 産 ― ― 9,606,255 8,447,571
（注）1. 第37期より連結計算書類の作成をしておりますので、第36期以前の数値は記載しておりません。

2. 第38期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第37期の関連する諸数値について、暫定的な会計
処理の確定の内容を反映させております。
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19,034

680 282

5.21

11,711 8,502

■ 売上高（百万円）

第35期 第36期 第38期
（当期）

第35期 第36期 第38期
（当期）

第35期 第36期 第38期
（当期）

第35期 第36期 第38期
（当期）

第35期 第36期 第38期
（当期）

第35期 第36期 第38期
（当期）

■ 経常利益（百万円）

■ 純資産（百万円）

■ 当期純利益（百万円）

■ 1株当たり当期純利益（円） ■ 総資産（百万円）

第37期 第37期 第37期

第37期 第37期 第37期

19,175 2,636 1,744

32.14
11,414 8,585

20,397 2,793 1,932

35.59
12,114 9,106

21,261 2,931 1,936

13,199 9,630

35.66

② 当社の財産及び損益の状況の推移
（単位：千円）

区 分
第 35 期

( 2017年3月2018年2月
1日から
28日まで )

第 36 期
( 2018年3月2019年2月

1日から
28日まで )

第 37 期
( 2019年3月2020年2月

1日から
29日まで )

第 38 期（当期）
( 2020年3月2021年2月

1日から
28日まで )

売 上 高 19,175,289 20,397,092 21,261,350 19,034,659

経 常 利 益 2,636,474 2,793,258 2,931,872 680,052

当 期 純 利 益 1,744,882 1,932,166 1,936,284 282,606

１株当たり当期純利益 32.14円 35.59円 35.66円 5.21円

総 資 産 11,414,203 12,114,562 13,199,926 11,711,238

純 資 産 8,585,715 9,106,260 9,630,971 8,502,003
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（5）対処すべき課題

テクノロジーの進歩やグローバル化の加速など、社会は急速に変化しており、人々の価値観やライフスタイル
が多様化しております。日本においては少子化が進行し続け、成熟社会の形も徐々に見えつつあります。教育領
域においても、小学校での英語教科化など教育制度改革や大学入学共通テストの開始、新型コロナウイルス感染
症の拡大に伴うオンラインを活用した学びの浸透や、政府のGIGAスクール構想に基づく１人１台端末と高速大
容量の通信ネットワーク整備の推進に伴う教育のデジタル化の進展など、環境は大きく変化しております。
このような状況の中で、社会を生きる一人ひとりがグロースマインドセット（努力すれば自分は成長できると
信じる気持ち）を抱き、持続可能な社会を描くためには、多様な人とともにイノベーティブな価値を生む「共
創」が大切になると当社は考えております。これからの教育においては、自分と社会の将来を見据え自ら学び行
動する主体性や、多様な人とコミュニケーションし協働できる対話力を育むことが、社会的な課題であると認識
しております。
これまでも当社は、企業理念「やればできるという自信 チャレンジする喜び 夢を持つ事の大切さ 私たち

はこの３つの教育理念とホスピタリティをすべての企業活動の基軸とし 笑顔あふれる『人の未来』に貢献す
る」を経営の中心に据え、お客様一人ひとりに寄り添い、未来を切り拓く力を手渡す教育サービスを提供してま
いりました。
そして環境変化に対応し当社がお客様から選ばれる存在であり続けるため、2020年10月、2030年に向けて
実現したい教育の姿である中長期ビジョン「VISION2030」を策定いたしました。テクノロジーが進歩するほど
人の価値が重要になる中、人との関わりの中で人が成長していく教育を世の中に広げていきたいという意志を
「共創する未来 ～ホスピタリティ経営で教育を『共育』へ～」と表現しております。
「VISION2030」を実現するための土台を作る計画が、新中期経営計画「ホスピタリティ経営2023」（2022

年２月期～2024年２月期）であり、具体的な戦略として以下を掲げております。

① 講師人財プラットフォームの進化
ホスピタリティをコアにした教室というチームの活動によって、人が育ち、人が集まる仕組みそのものが圧倒
的と言える当社の講師人財プラットフォームです。これを進化させるため、講師たちを支える教室長（社員）の
成長支援や、TEACHERS' SUMMITアカデミーのオンラインとリアルのハイブリッド化、講師のファーストキャ
リア支援の拡充を実行いたします。

② ICT活用による教育サービスの進化
教育のオンライン化が進行し劇的な「ゲームチェンジ」が起きようとしている中、当社は対面授業とオンライ

ン授業を両立させるハイブリッド授業をすでに提供しており、今後はさらにサービスに磨きをかけてまいりま
す。また、未出店エリアのお客様にアプローチするオールオンラインの個別指導サービスを現在開発中であり、
新中期経営計画３ヵ年でサービスとして提供いたします。
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また、「経営基盤の刷新」として、中長期的な成長を見据え、システム基盤や顧客フロントライン、蓄積可能
な情報のデータベース化などICT基盤の刷新を進めてまいります。
このような戦略の実践を通じて、社会課題の解決と持続的な企業価値向上に努め、笑顔あふれる「人の未来」

に貢献してまいります。

株主の皆様におかれましては、当社の事業活動にご理解をいただき、一層のご支援を賜りますよう、お願い申
し上げます。

（6）主な事業内容（2021年2月28日現在）

　当社は、成績向上を目的として勉強を教えるだけではなく、子どもたちが学習上の成功体験を積むことにより
自信をもち、「やればできるという自信 チャレンジする喜び 夢を持つ事の大切さ 私たちはこの３つの教育
理念とホスピタリティをすべての企業活動の基軸とし笑顔あふれる『人の未来』に貢献する」との企業理念のも
と、生徒１人ひとりの「目的別」「能力別」「性格別」に対応した学習指導を行っております。

（7）主要な営業所（2021年2月28日現在）
① 当 社
（ⅰ）本 社：東京都新宿区西新宿一丁目26番2号
（ⅱ）教 室：東京個別指導学院 202教室

東京個別指導学院・名古屋校 ８教室
東京個別指導学院・福岡校 ６教室
関西個別指導学院 45教室

個別指導教室 計 261教室
サイエンス教室・文章表現教室 計 16教室

　
（注）サイエンス教室・文章表現教室のうち12教室は個別指導教室との併設であります。

　 個別指導教室（261教室）の地域別開校状況
東 京 都 110教室 神 奈 川 県 50教室 埼 玉 県 22教室
千 葉 県 20教室 愛 知 県 ８教室 大 阪 府 24教室
兵 庫 県 17教室 京 都 府 ４教室 福 岡 県 ６教室

② 子会社（HRBC株式会社）
　 本 社：東京都渋谷区恵比寿西二丁目17番12号
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（8）従業員の状況（2021年2月28日現在）

従業員数 前連結会計年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

540名 　 ＋20名 35歳10ヶ月 　８年４ヶ月
（注）上記従業員以外にアルバイト講師11,659名、パートタイマー155名を雇用しております。

（9）重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況
（ⅰ）親会社との関係

名 称 属性 親会社等の議決権
所有割合(％) 主要な事業内容

株式会社ベネッセホールディングス 親会社 61.92 持株会社

（ⅱ）親会社との間の取引に関する事項
イ.当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項
　親会社を含むベネッセグループとの取引条件は、近隣相場及びその市場価格等を参考に協議のうえ、合理
的に決定しております。

ロ.当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由
　当社は、親会社との間で資本業務提携を結んでおり、当社の経営に重大な影響を及ぼす事項については、
同契約に則り、適切に対応しております。
　当社と親会社を含むベネッセグループとの取引については、同グループからの独立性確保の観点を踏まえ、
重要な取引については、取引条件及びその決定方法の妥当性を複数の独立社外取締役を含む取締役会におい
て十分に審議したうえで意思決定を行っております。

ハ.取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見
　該当事項はありません。

2021年04月26日 23時20分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会

参
考
書
類

ご
参
考

計
算
書
類

監
査
報
告
書

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

28

② 重要な子会社の状況
　 重要な子会社との関係

名 称 資本金 当社の議決権比率(％) 主要な事業内容

HRBC株式会社 10百万円 95.00
人財開発に関する研修の企画及
び実施
人事・人財開発に関するコンサ
ルティング

（10）主要な借入先の状況（2021年2月28日現在）

　該当事項はありません。

（11）剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関する方
針

　当社は、株主の皆様に対する安定的な利益還元を最重要の経営政策と考えております。
　そのために株主資本利益率（ＲＯＥ）を高めることを重要視し、安定的に利益配当を実施できるように努めて
まいります。また、合理的な範囲で事業継続のための内部留保及び将来の持続的成長のための投資も勘案した資
本政策を実行してまいります。
　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としております。配当の決定機関は、中間
配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。なお、当社は、中間配当を行うことができる旨を定款に定め
ております。
　2009年２月期以降は『配当性向35％以上』を目標に定めておりましたが、業績が堅調に推移し財務基盤が安
定したことを踏まえ、株主の皆様への利益還元の更なる充実のために、2016年２月期以降『配当性向50％以
上』を目標とする基本方針といたしました。
　この方針により、当事業年度は、中間配当金は、普通配当として１株当たり13円の配当を実施しております。
また、期末配当金を１株当たり13円の配当とし、2021年５月26日開催の第38期定時株主総会に付議する予定
であります。これらにより年間配当金は26円となります。
　また、利益還元策の一環として、株主優待制度を実施しております。具体的には、年１回、２月末日現在100
株以上保有する株主の方に対して株主優待品カタログに掲載する優待品の中からご希望の１品を贈呈いたしま
す。
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■ 株式分布状況

株主数別内訳 所有株式数別内訳
■外国人
　     136 名　  0.33 %
■その他法人
　     204 名　  0.50 %

■個人・その他
　40,366 名　99.07 %
■金融機関・証券会社 他
　       39 名　  0.10 %

■個人・その他
　9,762,146 株　17.98 %
■金融機関・証券会社 他
　7,822,091 株　14.41 %
■外国人
　2,767,646 株　  5.10 %
■その他法人
 33,939,552 株　62.51 %

2 株式会社の株式に関する事項（2021年２月28日現在）
①発行可能株式総数 267,000,000株
②発行済株式の総数 54,291,435株
③株主数 40,745名
④大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

株 式 会 社 ベ ネ ッ セ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 33,610,800株 61.90％

日 本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,859,200株 7.10％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 1,858,800株 3.42％

野 村 證 券 株 式 会 社 679,645株 1.25％

ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ ＬＩＭＩＴＥＤ ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ 536,400株 0.98％

石 原 勲 398,000株 0.73％
Ｇ Ｏ Ｖ Ｅ Ｒ Ｎ Ｍ Ｅ Ｎ Ｔ Ｏ Ｆ Ｎ Ｏ Ｒ Ｗ Ａ Ｙ 390,600株 0.71％
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口 ５） 267,500株 0.49％

石 原 恭 子 266,000株 0.48％

ＣＡＣＥＩＳ ＢＡＮＫ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ ＢＲＡＮＣＨ／ＵＣＩＴＳ ＣＬＩＥＮＴＳ 245,000株 0.45％
（注）持株比率は、自己株式（136株）を控除して計算しております。
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3 新株予約権等に関する事項
（1）会社役員が有する新株予約権等（2021年2月28日現在）
　
　該当事項はありません。
　
（2）当事業年度中に使用人に対して交付した新株予約権等
　
　発行した新株予約権の内容
　該当事項はありません。
　
（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
　
　該当事項はありません。
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4 会社役員の状況
（1）取締役及び監査役の状況（2021年2月28日現在）
　
会社における地位 氏 名 担当又は主な職業 重要な兼職の状況

代表取締役社長 さい とう かつ き

齋 藤 勝 己 HRBC株式会社 代表取締役会長

取 締 役 副 社 長 いの うえ ひさ こ

井 上 久 子
取 締 役 つつみ たけ はる

堤 威 晴

取 締 役 やま かわ けん じ

山 河 健 二

株式会社ベネッセホールディングス 上席執
行役員 学校カンパニー長兼校外学習カンパ
ニー 副カンパニー長兼校外学習カンパニー
グループ事業推進セクター長
株式会社ベネッセコーポレーション 取締役
副社長 学校カンパニー長兼校外学習カンパ
ニー 副カンパニー長兼校外学習カンパニー
グループ事業推進セクター長
株式会社アップ 取締役
株式会社東京教育研 取締役
株式会社お茶の水ゼミナール 取締役
株式会社ベネッセビースタジオ 取締役
株式会社ベネッセi-キャリア 取締役
株式会社スタディーハッカー 取締役

取 締 役 おお むら のぶ あき

大 村 信 明

取 締 役 いわ た まつ お

岩 田 松 雄
株式会社リーダーシップコンサルティング
代表取締役社長
寿スピリッツ株式会社 社外取締役

取 締 役 さん が こう えつ

三 箇 功 悦 公認会計士 株式会社レイヤーズ・コンサルティング
DX事業部 マネジメントディレクター

常 勤 監 査 役 ふじ た ゆたか

藤 田 穣

監 査 役 さい とう なお と

齋 藤 直 人

株式会社ベネッセホールディングス 常勤監
査役
株式会社ベネッセコーポレーション 監査役
ベルリッツ・ジャパン株式会社 監査役
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会社における地位 氏 名 担当又は主な職業 重要な兼職の状況

監 査 役
なが さわ まさ ひろ

長 澤 正 浩 公認会計士

長澤公認会計士事務所 代表
株式会社青藍コンサルティング 代表取締役
株式会社伊藤園 社外監査役
株式会社イワキ 社外監査役
株式会社ヒノキヤグループ 社外監査役

監 査 役 たか み ゆき お

高 見 之 雄 弁護士
西込・高見法律事務所
ディーエムソリューションズ株式会社 社外
監査役
遠州トラック株式会社 社外取締役

（注）1. 2020年５月27日開催の第37期定時株主総会において、堤威晴氏及び三箇功悦氏が取締役に選任され就任いたしました。
2. 取締役大村信明氏、岩田松雄氏及び三箇功悦氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。
3. 監査役長澤正浩氏及び高見之雄氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。
4. 監査役齋藤直人氏は、財務経理分野で相当年数の経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま
す。

5. 監査役長澤正浩氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
6. 当社は、大村信明氏、岩田松雄氏、三箇功悦氏、長澤正浩氏及び高見之雄氏が株式会社東京証券取引所が確保を義務づける
一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の独立役員届出書を提出しております。

（2）責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第1項の規定により、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役との間
に、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第
1項に定める額としております。

（3）取締役及び監査役の報酬等の総額
　

区 分
取締役 監査役 計

摘要支給
人員 支給額 支給

人員 支給額 支給
人員 支給額

定款又は株主総会決議に基づく
報酬 ６名 86,449千円 ３名 28,764千円 ９名 115,213千円

（注）1. 報酬限度額 定時株主総会（1999年11月11日開催）
・取締役の報酬限度額 年額 250,000千円
・監査役の報酬限度額 年額 50,000千円

2. 期末現在の取締役は７名、監査役は４名であります。上記の支給対象人員と相違しているのは、無報酬の取締役１名、監査
役１名が存在していることによるものであります。

3. 上記のうち、社外取締役に対する報酬等の総額は３名15,420千円、社外監査役に対する報酬等の総額は２名8,400千円であ
ります。
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5 社外役員に関する事項
　当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 主な活動状況

社 外 取 締 役 おお むら のぶ あき

大 村 信 明
当事業年度中に開催された取締役会11回すべてに出席し、主に出身分野
である金融分野での専門家としての豊富な経験と幅広い見地から発言を
行っております。

社 外 取 締 役 いわ た まつ お

岩 田 松 雄
当事業年度中に開催された取締役会11回すべてに出席し、企業経営者と
しての豊富な経験に基づき当社の経営全般に亘る助言、提言を行ってお
ります。

社 外 取 締 役 さん が こう えつ

三 箇 功 悦
第37期定時株主総会を経て社外取締役に選任されて以降、当事業年度中
に開催された取締役会８回すべてに出席し、IT分野の豊富な経験に基づ
き幅広い視点から助言、提言を行っております。

社 外 監 査 役 なが さわ まさ ひろ

長 澤 正 浩
当事業年度中に開催された取締役会11回すべてに出席し、また、当事業
年度中に開催された監査役会13回すべてに出席し、豊富な経験に基づき
主に公認会計士としての専門的見地から発言を行っております。

社 外 監 査 役 たか み ゆき お

高 見 之 雄
当事業年度中に開催された取締役会11回すべてに出席し、また、当事業
年度中に開催された監査役会13回すべてに出席し、豊富な経験に基づき
主に弁護士としての専門的見地から発言を行っております。

（注）社外取締役及び社外監査役の重要な兼職先と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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6 会計監査人に関する所定の事項
（1）会計監査人の名称

　名称 有限責任監査法人トーマツ

（2）会計監査人に対する報酬等の額

　当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 36,800千円
② 当社および当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の報酬等の額 36,800千円
（注）1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査計画における監査

項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに関係監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報
酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について、会社法第399条第1項の同意を行っております。

2. 当社と有限責任監査法人トーマツとの監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額
を区分しておりませんので、上記報酬額はこれらの合計額を記載しております。

（3）解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人の適格性、独立性、監査役等とのコミュニケーション等を日本監査役協会が公表
されている「会計監査人の選解任等に関する議案の内容の決定権行使に関する監査役の対応指針」および「会計
監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」を踏まえ総合的に評価し、原則として会計監査人
の独立性が保てなくなった場合（監査法人における指定社員の交代が適正な期間でなされない場合を含む）、そ
の他監査業務の適正を確保するための体制を維持できなくなっていると判断した場合には、会計監査人の解任又
は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査役全員の
同意にもとづき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ
れる株主総会において会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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7 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制に関する基本方針及びその運用状況の概要
　当社取締役会において決議した業務の適正を確保するための体制（いわゆる内部統制システム）に関する基本
方針及びその運用状況は、次のとおりであります。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、企業理念に基づき、教育理念とホスピタリティをすべての企業活動の基軸とし、笑顔あふれる「人の
未来」に貢献できるように努めております。更に、当社が定めるホスピタリティ人財「いつも『ありがとう』を
大切に、関わるすべての人と喜びを分かちあえる人」を目指し、従業員１人ひとりが行動目標を定め、実践して
おります。
　また、コンプライアンス体制強化のため、リスクマネジメント及び危機管理に係る対応策を計画、調整、統制
する機関として、危機管理委員会を設置して、個別業務ごとに設置された各部門の一部の部門長等を担当者と
し、同委員会にて定期的にコンプライアンス上の情報共有と重要な問題を審議する等の活動を行うものとしま
す。
　危機管理委員会は、適宜代表取締役への報告や定期的に取締役会及び監査役会に審議の結果を報告するととも
に、内部監査室等と連携を図ることにより、二重のチェックを行うものとします。
　取締役は、重大な法令違反、その他法令及び社内規程の違反に関する重要な事実を発見した場合には、直ちに
監査役に報告するとともに、遅滞なく取締役会において報告するものとします。
　また、当社は、当社の使用人から直接報告等を行うことができる内部通報窓口「企業倫理ホットライン」を設
置し、内部監査室がこれを運営するものとします。更に、当社は、取締役等経営層の問題に係る内部通報窓口
「監査役直通ホットライン」を設置し、監査役がこれを運営し、監視機能の更なる向上を図るものとします。

<主な運用状況>
　当社は、企業理念に基づき、教育理念とホスピタリティをすべての企業活動の基軸とし、笑顔あふれる「人の
未来」に貢献できるように努めております。更に、従業員に対して当社が定めるホスピタリティ人財を周知し、
そのもとに従業員１人ひとりに主体的な行動を促すとともに、法令遵守の徹底を図っています。
　また、リスク発生防止及び危機発生時対応に係る機関としての危機管理委員会を定期的に開催し、適宜、代表
取締役への報告や定期的に取締役会及び監査役会に審議の結果を報告するとともに、内部監査室等と連携するこ
とにより、重要な問題の対応を図りました。更に、経営幹部の出席する経営会議等における情報共有、従業員対
象のコンプライアンス研修や注意喚起を通じ、事案の再発防止に努めました。
　当社の使用人から直接報告等を行うことができる内部通報窓口「企業倫理ホットライン」及び「監査役直通ホ
ットライン」は、内部通報制度運用規程に基づいて適切に運営しました。
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②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役の職務執行に係る情報について、文書管理規程を策定し、同規程に従ってこれらの情報を保存
及び管理するとともに、情報の保存及び管理の統括管理者を定めるものとします。
　具体的には、文書管理規程に基づいて、取締役の職務執行に係る情報は、保存媒体に応じて適切かつ確実に検
索性の高い状態で保存・管理するとともに、必要に応じて取締役及び監査役がこれらの文書を閲覧することが可
能な状態を維持するものとします。

<主な運用状況>
　文書管理規程に基づいて取締役会の資料、議事録等を適切に保存しました。
　また、決裁に係る稟議書は、電子化され、迅速、安全かつ適切に管理していることを確認しました。
　更に従業員のテレワーク等の実施に伴う一部文書の記載内容を簡素化し、業務の効率化を図りました。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、当社の業務執行に係るリスクを管理するために、リスク管理規程、危機管理委員会運営細則及び緊急
対策本部運営基準を策定し、適切なリスクマネジメントを実施する体制を整備するものとします。平常時の体制
として、危機管理委員会が当社を横断的に統括するものとし、同委員会は、全社的にリスク管理状況を確認し、
定期的に取締役会及び監査役会に報告するものとします。
　なお、リスク管理状況において不測の事態が生じた場合には、代表取締役を本部長とする緊急対策本部を設置
して迅速な対応を行い、損害の発生を防止し、これを最少にとどめる体制を整えるものとします。

<主な運用状況>
　既に、リスク管理規程等を策定しており、引続き同規程に則り、適切な運用を行っております。
　また、危機管理委員会を定期的に開催し、リスク管理体制の強化に努めました。
　新型コロナウイルス感染症については、対応ガイドラインを策定し、体調管理、検温、手指消毒、マスク・フ
ェイスシールド着用、教室消毒・清掃強化等の感染予防対策を実行しました。
　更に、教室においては、２０２０年３月から５月にかけての教室休校措置、６月からオンラインでの授業、ソ
ーシャルディスタンスに配慮した席の配置等を実行し、教室での新型コロナウイルス感染症の発生による損害の
発生防止に努めました。
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④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、職務権限規程を策定し、同規程に基
づいて個々の職務の執行を行うとともに、取締役会において定期的に職務の執行状況を担当取締役が報告するも
のとします。
　更に、当社は、取締役会等において、定期的に業務の進捗状況をレビューし、業務の改善を促すほか、全社的
な業務の効率化を実現する体制を構築するものとします。

<主な運用状況>
　業務分掌規程や職務権限規程の定期的な見直しにより、適切に業務分掌の変更や権限を委譲し、業務を遂行す
るとともに、取締役会において職務の執行状況を担当取締役が報告しております。
　なお、取締役会は、定款、法令、取締役会規則の範囲で業務執行の決定を行うほか、進捗状況をレビューいた
しました。

⑤当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における内部統制の構築を目指し、当社並びにそ
の親会社及び子会社間の内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われる体制を
構築するものとします。
また、当社は、当社の親会社との間で定期的に経営状況報告会及び連絡会議等を開催し、一定の重要事項につ
いては、当社の親会社との間で協議又は報告を行うことにより、財務報告に係る業務の適正を確保するための体
制を構築するものとします。
更に、当社は、当社から当社の子会社へ役員や使用人を派遣するなどをして、当社の子会社との間でも前記体
制を構築するものとします。
なお、当社は、当社の親会社との取引において、親会社以外の株主の利益に配慮し、法令に従い適切に業務を

行うこと等を基本方針とするものとします。

<主な運用状況>
親会社である株式会社ベネッセホールディングス及びその関連子会社との会議を定期的に開催し、業務報告及
び意見交換を行いました。
なお、当社と親会社である株式会社ベネッセホールディングスを含むベネッセグループとの取引については、

同グループからの独立性確保の観点も踏まえ、重要な取引については、取引条件について慎重に判断しており、
必要に応じて取引条件及びその決定方法の妥当性を複数の独立社外取締役を含む取締役会において十分に審議す
るものとしております。
当社は、子会社であるＨＲＢＣ株式会社に対して取締役又は監査役を派遣し、経営状況を把握するほか、子会
社の業務の適正化及び効率化を図り、子会社が重要な経営判断を行う場合は、事前の共有や要請、助言を行う
等、当社及び子会社からなる企業集団の内部統制構築を推進するものとしております。
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⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

監査役から取締役会に要請があった場合は、取締役会は、監査役が監査業務に必要な事項を命令することので
きる職員を配置するものとします。
当該職員の人事に関する事項については、監査役の同意を得るものとするほか、当該職員の独立性の確保に努
め、監査役の指揮命令により補助を行うものとします。

<主な運用状況>
　当社は、監査役の要請に基づいて兼任の監査役補助人を配置しており、監査役補助人の人事に関する事項につ
いては、監査役の同意を得るものとしております。また、監査役補助人は、監査役の指揮命令により監査役業務
の補助をしており、その際には取締役の指揮命令は受けておりません。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制及び監査役に報告をしたことを理由として
不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社の取締役及び使用人は、監査役に対して、重要な決定事項に加え、業務又は業績に影響を与える重要な事
項等について、都度報告するものとします。
当社の内部監査室は、内部通報窓口「企業倫理ホットライン」の適切な運用を維持するとともに、その状況及
び内容を速やかに監査役へ報告する体制を維持し、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について、適切
な報告体制を確保するものとします。
また、監査役に報告をしたことを理由として、その他の権利を侵害しないよう、また雇用上の不利益が生じな
いように十分配慮するものとします。
更に、当社の使用人から取締役等経営層に係る問題について、監査役に対して直接報告等を行うことができる

内部通報窓口「監査役直通ホットライン」を設置し、監査役がこれを運用するものとします。

<主な運用状況>
当社の取締役及び使用人は、監査役に対して、重要な決定事項に加え、当社の業務又は業績に影響を与える重
要な事項等について、都度報告する体制を整えております。
また、内部通報制度運用規程に則り、通報者が通報を行ったことによる不利益取扱を受けることがないほか、

通報者自身による開示範囲の明示的な提示、対象者による報復の禁止等、内部通報をより適切に取り扱うための
体制を整えております。
なお、「企業倫理ホットライン」及び「監査役直通ホットライン」は、同規程に基づいて適切に運営されてお
ります。
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⑧監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役の職務の執行について生じる費用について毎年予算措置をとるものとします。
また、監査役は、その職務の執行について生ずる費用について、会社から前払又は償還を受けることができる
ほか、緊急又は臨時に支出した費用についても、会社に償還を請求する権利を有するものとします。
なお、監査役が当該費用の精算を求めた場合は、当社規程に基づいて適切に精算を行うものとします。

<主な運用状況>
　監査役の職務に必要な費用について、予算措置を講じるとともに、監査役の請求に従って適切に処理しまし
た。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、各取締役との間で原則半期に１回、会計監査人との間で四半期に１回、それぞれ意見交換会を設け
るものとし、必要に応じて外部の弁護士との間で意見の交換を行うものとします。
また、監査役は、重要な会議に出席するとともに、決裁書等重要な文書を閲覧することができるものとしま
す。

<主な運用状況>
　監査役は、各業務執行取締役との間で原則毎月１回、会計監査人との間で四半期に１回以上意見交換会を開催
しました。
　また、監査役は、職務権限規程に定める重要事項を多角的に検討する経営会議等に出席するとともに、重要な
文書を閲覧し、取締役の職務の執行状況を確認しました。

（2）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力・団体とは、一切関係を持たず、反社会的勢力・団体から不当な要求を受けた場合は、
毅然とした態度で対応するものとします。また、当社は、社内に対応担当部門（総務法務部門）を設け、必要に
応じて特殊暴力排除のための講習等を受講し、平素より関係行政機関等から情報を収集するとともに、連携して
対応する体制を構築するものとします。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表（2021年2月28日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額
資産の部
流動資産 7,572,492
現金及び預金 6,562,644
売掛金 562,627
商品 6,560
貯蔵品 24,117
前払費用 409,797
その他 15,939
貸倒引当金 △9,194

固定資産 4,114,982
有形固定資産 817,170
建物及び構築物 730,449
工具、器具及び備品 86,720
無形固定資産 1,336,697
のれん 204,444
ソフトウエア 83,744
ソフトウエア仮勘定 951,430
顧客関係資産 67,434
電話加入権 29,644
投資その他の資産 1,961,114
投資有価証券 727
出資金 25
長期前払費用 37,806
繰延税金資産 318,808
敷金及び保証金 1,603,746

資産合計 11,687,475

科 目 金 額
負債の部
流動負債 3,204,734

買掛金 9,176

未払金 783,192

未払費用 895,077

未払法人税等 312,541

未払消費税等 222,065

前受金 727,744

預り金 60,030

賞与引当金 134,360

株主優待引当金 60,547

固定負債 35,169

繰延税金負債 21,467

その他 13,701
負債合計 3,239,903
純資産の部
株主資本 8,433,207

資本金 642,157

資本剰余金 1,013,565

利益剰余金 6,777,605

自己株式 △121

非支配株主持分 14,364
純資産合計 8,447,571
負債及び純資産合計 11,687,475
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連結損益計算書（2020年3月1日から2021年2月28日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

売上高 19,142,131
売上原価 13,289,177
売上総利益 5,852,954
販売費及び一般管理費 5,239,556
営業利益 613,398
営業外収益
受取利息及び配当金 282
未払配当金除斥益 748
助成金収入 24,493
保険解約返戻金 8,026
その他 972 34,523
経常利益 647,921
特別利益
従業員休業補償助成金 78,960 78,960
特別損失
減損損失 14,356
従業員休業補償損失 208,149 222,506
税金等調整前当期純利益 504,375
法人税、住民税及び事業税 258,119
法人税等調整額 △6,633 251,486
当期純利益 252,889
非支配株主に帰属する当期純損失 △187
親会社株主に帰属する当期純利益 253,077
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連結株主資本等変動計算書（2020年3月1日から2021年2月28日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

2020年3月1日残高 642,157 1,013,565 7,936,102 △121 9,591,703
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △705,786 △705,786
剰 余 金 の 配 当
（中 間 配 当） △705,786 △705,786

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 253,077 253,077

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)
当 期 変 動 額 合 計 － － △1,158,496 － △1,158,496
2021年2月28日残高 642,157 1,013,565 6,777,605 △121 8,433,207

非支配
株主持分 純資産合計

2020年3月1日残高 14,552 9,606,255
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △705,786
剰 余 金 の 配 当
（中 間 配 当） △705,786

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 253,077

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) △187 △187

当 期 変 動 額 合 計 △187 △1,158,684
2021年2月28日残高 14,364 8,447,571
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貸借対照表（2021年2月28日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額
資産の部
流動資産 7,279,628
現金及び預金 6,287,930
営業未収入金 551,255
商品 6,560
貯蔵品 24,089
前払費用 408,957
その他 10,028
貸倒引当金 △9,194

固定資産 4,431,610
有形固定資産 816,467
建物 730,342
構築物 0
工具、器具及び備品 86,124
無形固定資産 1,064,819
ソフトウエア 83,744
ソフトウエア仮勘定 951,430
電話加入権 29,644
投資その他の資産 2,550,324
投資有価証券 727
関係会社株式 590,267
出資金 25
長期前払費用 37,806
繰延税金資産 318,808
敷金及び保証金 1,602,689

資産合計 11,711,238

科 目 金 額
負債の部
流動負債 3,195,533
買掛金 9,176
未払金 782,180
未払費用 893,145
未払法人税等 312,506
未払消費税等 222,065
前受金 727,564
預り金 57,610
賞与引当金 130,738
株主優待引当金 60,547

固定負債 13,701
その他 13,701

負債合計 3,209,235
純資産の部
株主資本 8,502,003
資本金 642,157
資本剰余金 1,013,565
資本準備金 1,013,565
利益剰余金 6,846,402
利益準備金 6,900
その他利益剰余金 6,839,502
別途積立金 950,000
繰越利益剰余金 5,889,502

自己株式 △121
純資産合計 8,502,003
負債及び純資産合計 11,711,238
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損益計算書（2020年3月1日から2021年2月28日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

売上高 19,034,659

売上原価 13,235,157

売上総利益 5,799,502

販売費及び一般管理費 5,141,466

営業利益 658,035

営業外収益

受取利息及び配当金 280

未払配当金除斥益 748

助成金収入 20,015

その他 972 22,016

経常利益 680,052

特別利益

従業員休業補償助成金 78,960 78,960

特別損失

減損損失 14,356

従業員休業補償損失 208,149 222,506

税引前当期純利益 536,506

法人税、住民税及び事業税 258,049

法人税等調整額 △4,149 253,900

当期純利益 282,606
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株主資本等変動計算書（2020年3月1日から2021年2月28日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計
2020年3月1日残高 642,157 1,013,565 1,013,565
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　
剰 余 金 の 配 当
（中 間 配 当） 　 　 　

当 期 純 利 益 　 　 　
当 期 変 動 額 合 計 － － －
2021年2月28日残高 642,157 1,013,565 1,013,565

株 主 資 本

純資産
合 計

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計利 益

準備金
その他利益剰余金 利 益

剰余金
合 計別 途

積立金
繰越利益
剰 余 金

2020年3月1日残高 6,900 950,000 7,018,469 7,975,369 △121 9,630,971 9,630,971
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △705,786 △705,786 △705,786 △705,786
剰 余 金 の 配 当
（中 間 配 当） △705,786 △705,786 △705,786 △705,786

当 期 純 利 益 282,606 282,606 282,606 282,606
当 期 変 動 額 合 計 － －△1,128,967 △1,128,967 － △1,128,967 △1,128,967
2021年2月28日残高 6,900 950,000 5,889,502 6,846,402 △121 8,502,003 8,502,003
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

2021年4月20日

株式会社東京個別指導学院
　取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 芝 田 雅 也 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 菊 池 寛 康 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社東京個別指導学院の2020年3月1日から2021年2月28
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社東京個別指導学院及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見
に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

2021年4月20日

株式会社東京個別指導学院
　取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 芝 田 雅 也 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 菊 池 寛 康 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社東京個別指導学院の2020年3月1日から2021年
2月28日までの第38期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、令和2年3月1日から令和3年2月28日までの第38期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ

か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従い、電話回線又はイン

ターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び教室等において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。
なお、金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該
内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け必要に応じて説明を求めました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及び同号ロの判断及び理由については、
取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

　④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が
適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
　① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業
報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められま
せん。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意し
た事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき
事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人・有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人・有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　令和3年4月21日
株式会社東京個別指導学院 監査役会
監査役(常勤) 藤 田 穣 ㊞
監 査 役 齋 藤 直 人 ㊞
監 査 役 長 澤 正 浩 ㊞
監 査 役 高 見 之 雄 ㊞

（注）監査役 長澤正浩、同 高見之雄は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監査役であります。

以 上
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（ご参考）
トピックス

オンラインと対面を使い分けられるハイブリッド個別指導を提供しています

　ホスピタリティをもって、生徒に親身に向き合ってくれる講師たちが、質の高
い教育サービスを支えてくれています。TEACHERS' SUMMITといった当社独
自の人財育成の仕組みを通じた講師の育成に努めることで、従業員感動満足の
向上や各教室の運営品質向上に結びついています。また当期は、新型コロナウ
イルス感染症の影響により募集活動を一時休止する期間があったものの、 
講師採用についても安定的に推移し、質の高い講師層の形成につながりました。

独自の人財育成の仕組みを通じ講師の育成に注力しています

アルバイト講師数

11,814名
（事務アルバイト含む。2021年2月28日現在）

各教室のリーダー講師を対象にした、社会の中で自分らしく生き抜くため
の力を身に付けるプログラムです。4年目を迎えた第38期は、すべてオンラ
インでのプログラム実施となり、全国の講師とつながることができました。

TEACHERS’ SUMMITアカデミー　
リーダーシッププログラム

53

2020年6月から、生徒がご自宅にいながら個別指導
授業を受講していただけるオンライン個別指導サービ
スを提供しております。特に冬期講習期間においては、
受験生のお客様を中心にオンライン授業をご提案し、
約9,000名を超えるお客様にご受講いただきました。

また、例えば学校の近くの教室にお通いのお客様で、
普段の授業は対面で行い長期休みの時はオンラインで
授業を受けていただくなど、お客様のご希望に合わせ
てオンラインと対面指導を切り替えられるハイブリッ
ド個別指導を提供しております。ご自宅にいながらご
受講いただける安心・安全はもちろん、利便性や学習
効率の向上といった付加価値をご提案しております。
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中長期ビジョン「VISION2030」及び新中期経営計画「ホスピタリティ経営2023」
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2030年に向け私たちが実現したい教育の姿が、中長期ビジョン
「VISION2030」です。生徒と講師が共に成長する。学習者に伴走する
支援者が共に成長する。テクノロジーの進歩が進めば進むほど人の価値
が重要になり、人との関わりの中で人が成長していく。このような教育
を世の中に広げていきたいという意志を、「共創する未来～ホスピタリ
ティ経営で教育を『共育』へ～」と表現しています。

「VISION2030」を象徴する数値として、2030年に「講師数2万名以上、在籍生徒数6万名以上、個別指導事
業売上高400億円以上」を掲げました。圧倒的な講師人財プラットフォームという強みに磨きをかけることで講
師数を2倍に、オンライン教育の広がりによる個別指導事業の「ゲームチェンジ」を成長の機会点に変えることで
在籍生徒数を2倍に、より多くのお客様の課題解決の結果として売上高を2倍にすることを目指し、事業を進めて
まいります。

「VISION2030」

「VISION2030」を実現するための土台を作る3ヵ年計画が、新中期経
営計画「ホスピタリティ経営2023」（2022年2月期～2024年2月期）
です。ホスピタリティ経営とは、「お客様のために何ができるか」を思う
主体的な心の働きであるホスピタリティを、チームの力で最大化し、組
織の文化にしていく経営スタイルです。具体的戦略として、「講師人財プ
ラットフォームの進化」「ICT活用による教育サービスの進化」を掲げ、「経
営基盤の刷新」も進めてまいります。

ホスピタリティをコアにした教室というチームの活動によって、人が育ち、人が集まる仕組みそのものが圧倒
的と言える当社の講師人財プラットフォームです。これを進化させるため、講師たちを支える教室長（社員）の
成長支援や、TEACHERS’ SUMMITアカデミーのオンライン・リアルのハイブリッド化、講師のファーストキャ
リア支援の拡充を実行します。

教育のオンライン化が進行し劇的な「ゲームチェンジ」が起きようとしている中、当社は対面授業とオンライ
ン授業を両立させるハイブリッド授業をすでに提供しており、今後はさらにサービスに磨きをかけてまいりま
す。また、未出店エリアのお客様にアプローチするオールオンラインの個別指導サービスを現在開発中であり、
新中期経営計画3ヵ年でサービスとして実装いたします。

「ホスピタリティ経営2023」（2022年2月期～2024年2月期）
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株 主 総 会 会 場 の ご 案 内

オフィス
ゾーン 入口

吹抜

メトロ
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入口

オブジェ

1F

４F

入口

入口

ラウンジ

401号室

A4出口E1出口

駐車場

ホール

◦最寄駅から会場までのアクセス

東京メトロ
●	 千代田線
●	 半蔵門線
●	 丸ノ内線
●	 東  西  線
都営地下鉄
●	 三  田  線

■　交通機関のご案内

「東京駅」丸の内北口
より徒歩７分

「大手町駅」下車
A４・E１出口直結

J R

※�駐車場のご用意はいたしておりませんので、
ご了承のほどお願いいたします。

スマートフォンまたは携帯電話で、下のQRコードを	
読み取っていただくと、会場周辺のマップにアクセス	
できます。

〒163-0525 東京都新宿区西新宿一丁目26番２号 新宿野村ビル25階
TEL. 03-6911-3216　URL https://www.tkg-jp.com/

■　会　場 大手町サンケイプラザ　４階　ホール
〒100-0004 東京都千代田区大手町一丁目７番２号　TEL：03-3273-2230

株主総会にご出席の株主様にお配りしておりましたお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようよ
ろしくお願い申しあげます。

株主総会当日の模様をインターネットによりライブ配信いたします。
詳細につきましては、同封の「インターネットによるライブ配信のご案内（株主限定）」をご覧ください。
※ご視聴には、事前のご登録が必要です。詳しくはP7～8をご確認ください。
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